
平成28年度保健師中央会議
事例紹介

平成28年7月21日（木）
埼玉県保健医療部保健医療政策課

研修・国際協力・免許担当 浅井澄代



埼玉県の紹介

■人口 ７２７万人

■市町村数

４０市（うち政令市１、中核市２）

２２町

１村

■保健所

県型保健所１３、市保健所３

人口：１,２７７,８１２人（H28.7.1現在）

人口：３,０１６人（H28.7.1現在）







平成27年度埼玉県保健師配置状況（H27.4.1現在）

部局 課所 人数 備考

保健医療部 保健医療政策課 4

（うち中核市派遣 2） 保健医療政策課付

健康長寿課 3

疾病対策課 9

保健所 113 再任用１名含む

(うち市派遣 2） 保健所付

福祉部 福祉政策課 1

総合リハビリテーションセンター 1

精神保健福祉センター 3

総務部 職員健康支援課 4

県民生活部 婦人相談センター 1

教育局 福利課 2

警察本部 厚生課 1 知事部局より派遣

計 142

※市町村からの派遣職員を除く
※新規採用７名

■配置状況 ■年齢区分別

経験年数 0～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～25年 26～30年 31～35年 36年～ 合計

人数(名) 31 8 7 4 34 32 25 1 142
割合（％） 21.8% 5.6% 4.9% 2.8% 23.9% 22.5% 17.6% 0.7% 100.0%

部長級 次長級 課長級 副課長級 主幹級 主査級 主任 技師 専門員 合計

人数（名） － － － 5 29 46 24 37 1 142

割合（％） － － － 3.5% 20.4% 32.4% 16.9% 26.1% 0.7% 100%

■経験年数区分別

■職位状況



平成27年度埼玉県市町村保健師配置状況（H27.4.1現在）

さいたま市 172 名

川越市 55 名

越谷市 49 名

60市町村 988 名

総数 1,264 名

■配置状況

■年齢区分別

年齢区分 22～25 26～30 31～35 36～40 41～45 46～50 51～ 合計

人数
(名）

H27.4.1
採用

38 19 11 1 0 0 0 69

H26中
途採用

0 0 0 0 1 0 0 1

■採用状況 （35市町村）



平成27年度埼玉県市町村保健師配置状況（H27.4.1現在）

■経験年数区分 ■職位状況



保健師活動指針と人材育成プログラム

埼玉県保健所における保健師の保健
活動指針について（H26年3月）

保健師人材育成プログラム
（H28年3月改訂）
埼玉県・さいたま市

ポイント①加除式に変更

ポイント②キャリアファイル（保健師活動
と研修等の記録）を追加



埼玉県保健師現任教育体制の整備と推進
平成１６年～

保健師人材育成プログラム

（新任期・中堅期・管理者・教
育担当者それぞれに求められ
る機能と到達目標を明記）を
活用した現任教育の推進

各保健所単位で管内市町村
の人材育成を支援する体制を
整備・推進

埼玉県保健医療部保健医療
政策課の重点目標として、保
健師人材育成を推進

市町村

保健所

県立大学 埼玉県 さいたま市連携 連携

支

援 支
援

支
援

保健師人材育成プログラ
ムを活用したOJTの推進

県・市町村連絡調整会
議（地域別会議）の開催

保健師人材育成プログラ
ムを活用したOJTの推進

目
指
す
姿

保健師人材育成プロ
グラムの推進

県・市町村連絡調整会議
（全体会議）の開催

階層別研修の実施

保
健
師
一
人
ひ
と

り
の
資
質
向
上

各
階
層
保
健
師
が
共
に
育
つ
・

学
習
す
る
組
織
風
土

組織 個人

県内看護系大学との連携推進会議
（H26年度～）



ＯＦＦ－ＪＴ ＯＪＴと自己啓発の推進 ジョブ・ローテーション連 携

保健師人材育成プログラムを活用した現任教育の推進

埼玉県保健師現任教育体制の整備と推進

＊保健医療政策課（本庁）主催・年２回

＊「現任教育体制の整備と推進」について周知

＊「保健師現任教育計画表」の作成依頼

＊今日的課題の理解・共有・対応策検討

＊各保健所主催

＊保健所・市町村が協働し、管内の現任教育に関

する現状・課題を話し合い「保健師現任教育計画

表」を作成・実施。

＊教育ニーズのある保健所へ保健医療政策課

（本庁）保健師が訪問

＊本人・管理者保健師と面接を行うことにより、管

理者の意識が高まりＯＪＴが促進される

＊国立保健医療科学院主催研修

＊結核研究所主催研修

＊厚生労働省主催研修

＊階層別研修のファシリテーターを経験すること

で、後輩保健師の状況が把握できる

＊キャリア開発の意識付けを意図的に行う

＊新任、中堅前期、現任教育担当者（中堅後期）、管理者

研修

＊プリセプター研修

＊コンピテンシーに着目したプログラム

＊各階層が、現任教育の重要性と自分の役割を理解する

＊各職場でＯＪＴが効果的に推進するよう工夫

＊対象者名簿による指名研修

＊研修目標の明確化・事前学習等により研修効果を高め

る

＊研修はエンパワメントの場

目
指
す
姿

各
階
層
保
健
師
が
共
に
育
つ
・
学
習
す
る
組
織
風
土

●階層別研修の充実強化●

●ファシリテーターの起用●

●派遣研修●

●県・市町村連絡調整会議
（全体会議）●

●県・市町村連絡調整会議
（地域会議）●

●職場訪問●

●市町村相互派遣

●県から政令市・中核市

へ派遣

保
健
師
一
人
ひ
と
り
の
資
質
向
上

組織 個人

連
携



研修の名称 目的・内容等 対象者及び日程 時期・場所

保
健
医
療
（福
祉
）関
係
職
員

健康福祉セミナー
健康医療福祉分野における最新の課題等について、関係機関連携、多職種連携を実践的に図るための
セミナーを行う。

県及び市町村の地域保健福祉関
係職員、地域の医療・福祉従事者
等（各１５０名程度）

①未定
②未定
③未定

健康福祉
研究発表会

保健・医療・福祉に関する事業、調査等の成果について、日ごろ業務に従事する職員による発表会。発表
および意見交換の機会を持つことで、専門性向上や、相互ネットワークの醸成、業務改善を目指す。

県及び市町村の地域保健福祉関
係職員、大学教員（250名程度）

１月２６日（木）
県民健康センター

保健所別研修
各保健所において、地域の実情に応じて、公衆衛生、地域保健に関する専門研修を行う。

県・市町村・各種施設の関係職員
（各保健所の定める人数）

各保健所の定める時期・場所
（各保健所管内）

専門職人材育成拠点事業
（新規）

在宅医療体制整備のための仕組みづくりを支える人材育成のために、退院調整ルールの策定等を通して、
保健所が中心となって、地域の専門職人材を育成し、市町村の地域包括ケアシステムを支援、地域差の
ない在宅医療介護サービスの標準化を図る。

１３保健所とその管内の専門職 各保健所の定める時期・場所
（各保健所管内）

派遣研修
国立保健医療科学院、結核研究所等の研修機関が主催する研修へ職員を派遣し、各分野の専門知識、
最新情報の習得を目指す。

県保健医療部職員
（30名程度）

通年
実施主体の定める場所

日本公衆衛生
学会総会派遣

最新の研究成果が数多く発表され、公衆衛生の先導的役割を果たす当学会での発表を希望する職員の
旅費を負担し、派遣する。(衛生教育推進事業）

原則学会員である
県保健医療部職員（２名）

１０月２６日～２８日
大阪市

保
健
師
（階
層
別
）研
修

新任保健師研修 保健師記録の書き方やコミュニケーション能力の向上など保健活動に関する基礎的知識・技法を習得す
るとともに、組織の一員として、保健師はどう動いていくべきか、保健師の役割について学ぶ。（２日間）

県及び市町村の新任保健師（80名
程度）１～５年目

①６月２９日（水）
②６月３０日（木）
県民健康センター

中堅前期保健師研修
中堅保健師として担当事業を見直し、新たな事業を計画・企画するために、統計資料活用やPDCAサイク
ルに関する研修を行う。（２日間）

県及び市町村の採用後６～１０年
目の中堅保健師（100名程度）

①６月２４日（金）
②７月１５日（金）

さいたま商工会議所会館

中堅後期保健師研修
ＯＪＴを中心とした保健師現任教育を推進するための人材育成研修を行う。(２日間）

県及び市町村の採用11年目から
係長（主査）級の保健師（80名程
度） ①未定

②未定

管理者保健師研修
管理者保健師としてマネジメント能力及びリーダーシップ向上に資するため、活動指針の活用や健康危機
管理に関した研修を行う。

県及び市町村の管理的立場の保
健師（50名程度）

①未定
②未定

会
議

県・市町村保健師連絡調整会
議

各保健所で管内において地域別会議を開催するとともに、当課主催で県全体会議を開催。情報・課題を
共有し、現任教育に役立てる。（保健師現任教育体制整備事業） （２日間）

県及び市町村の主に管理的立場
の保健師

※地域別会議は全体会議前
に各保健所で開催
①未定
②２月下～３月上旬

専
門
研
修

保健所実習指導者
研修

保健師養成課程の新カリキュラムで学ぶ学生を受け入れるに当たり、保健所実習で指導にあたる指導者
の研修を行う。

県保健所及び保健所設置市 実習
受入担当保健師

４月８日（金）
埼玉教育会館

地域診断及び事業評価研修
(新規）

地域診断スキルの向上、およびPDCAサイクルによる事業評価について13保健所で研修を行う。 県及び市町村の保健師
各保健所の定める時期・場所

（各保健所管内）

採血実習研修（新規） 感染症対策および危機管理の一環として拠点保健所において採血研修を行う。 県保健師
県立がんセンター

派
遣

保健師派遣研修 中央会議、師長研修会(奈良県）、保健師等ブロック別研修会（関東甲信越ブロック・長野県）等へ派遣 県保健師
通年

実施主体の定める場所

研
究

看護系大学と連携した健康づ
くり人材育成事業(新規）

保健所と看護系大学が連携し、地域資源を活用して地域包括ケアシステムを支えるソーシャルキャピタル
の醸成に取り組むことにより、終末期医療に対する県民啓発を図るとともに住民相互のネットワーク形成
を図る。

３大学（委託）
各大学の定める時期・場所



保健師人材育成プログラム
（キャリアラダーと体系的な研修との関係）


